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本日の内容

１．総合政策局について

２．社会資本の維持管理関連の動き

･近年の動き

･モニタリング技術の現場実証

３．まとめ
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（注）お話しする内容は基本的に公表資料等に基づくものですが、一部私見も
交えてお話しするため、省や局の見解と合致するとは限りません。



総合政策局について

組織と主な業務 【抜粋】
■大臣官房
法令、人事、予算などの調整役や、国土交通省全般の業務運営などの中心的な役割を担います。

■総合政策局
国土交通省の総合的かつ基本的な方針の策定や、各局横断的な施策のとりまとめを担います。

■港湾局
港湾物流ネットワーク構築の推進、生活を支える港湾、ウォーターフロントの創造を担います。

■航空局
空港の整備、航空交通の安全確保および利用者利便の向上と航空運送事業の発展を担います。

3国交省HPより （http://www.mlit.go.jp/page/kanbo01_hy_002577.html）

整備局、北海道開発局 等

国土地理院 等

海上保安庁、気象庁 等

国総研、国交大学校 等

総合政策局について

国交省HPより（http://www.mlit.go.jp/page/kanbo01_hy_002577.html）

■総合政策局技術政策課の所掌事務

・運輸技術及び気象業務に関連する技術に関する研究及び開発並びに
これらの助成並びに運輸技術及び気象業務に関連する技術に関する
指導及び普及に関する基本的な政策の企画及び立案並びに当該政策
を実施するために必要な国土交通省の所掌事務の総括

・独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構の行う業務及びこれに
附帯する業務

・宇宙の開発に関する大規模な技術開発であって、航空保安業務の高度
化その他の交通の発達及び改善並びに気象業務に係るもの

・国土交通省の所掌事務に係る交通の安全の確保を阻害するおそれが
ある人的又は技術的な要因についての基礎的な調査及び分析並びに
当該要因を効果的に解消する手法の開発

・交通政策審議会技術分科会の庶務

・独立行政法人評価委員会交通関係研究所分科会の庶務

4



本日の内容

１．総合政策局について
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維持管理に関連する最近の主な動き

H24年7月 ･技術部会に社会資本メンテナンス戦略小委員会（メンテ小委）を設置

12月 ･中央自動車道笹子TN天井板落下事故

H25年1月 ･社会資本の老朽化対策会議を設置

･ メンテ小委から大臣に「メンテナンス政策元年」緊急提言を手交

3月 ･ 「社会資本の維持管理･更新について当面講ずべき措置」決定

6月 ･ 「日本再興戦略」を閣議決定

10月 ･インフラ老朽化対策の推進に関する関係省庁連絡会議を設置

･社会インフラのモニタリング技術活用推進検討委員会を設置

11月 ･ 「インフラ長寿命化基本計画」を決定

12月 ･ 「今後の社会資本の維持管理・更新のあり方について」答申

H26年5月 ･ 「国土交通省インフラ長寿命化計画（行動計画）」決定

8月 ･ 「民間資格の登録制度の創設について」緊急提言

9月 ･現場実証に向けたモニタリング技術の公募開始（港湾･空港）

6国交省HP（http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/sosei_point_mn_000006.html  ）等を基に作成

●社会資本整備審議会･交通政策審議会 技術部会メンテ小委 （委員長：家田仁教授） 関連

■社会資本の老朽化対策会議 （議長：太田昭宏大臣） 関連

◆インフラ老朽化対策の推進に関する関係省庁連絡会議 （議長：内閣官房副長官補） 関連

▲社会インフラのモニタリング技術活用推進検討委員会 （委員長：大西有三教授） 関連
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メンテ小委による緊急提言
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2013.1.30緊急提言

（メンテ小委）

緊急提言事項：
①「インフラの健全性診断のための総点検」等の緊急実施
②インフラの健全性等に関するカルテの整備
③インフラの健全性等の国民への公表
④長期的視点に立った維持管理・更新計画の策定
⑤地方公共団体等への支援
⑥維持管理・更新をシステマチックに行うための実施プロセスの再構築
⑦維持管理・更新に係る情報の収集・蓄積
⑧維持管理・更新に係る予算の確保
⑨組織・制度の変革と人材育成
⑩効率的・効果的な維持管理・更新のための技術開発の推進

国交省HPより（http://www.mlit.go.jp/policy/shingikai/sogo03_sg_000018.html）

「長寿命化基本計画」

8国交省HPより（http://www.mlit.go.jp/common/001040673.pdf）

2013.11.29決定

（関係省庁連絡会議）



国交省HPより（http://www.mlit.go.jp/common/001023148.pdf） 9

2013.12.25答申

（メンテ小委）メンテ小委答申

国交省「行動計画」①

10国交省HPより（http://www.mlit.go.jp/common/001059871.pdf）

2014.5.21決定

（老朽化対策会議）

個別施設計画
（各インフラ管理者）

行動計画
（国交省）

基本計画



11国交省HPより（http://www.mlit.go.jp/common/001059871.pdf）

2014.5.21決定

（老朽化対策会議）国交省「行動計画」②

メンテ小委緊急提言（資格登録制度）

12国交省HPより（http://www.mlit.go.jp/policy/shingikai/sogo03_sg_000076.html）

2014.8.22緊急提言

（メンテ小委）



社会資本情報プラットフォームの構築

13国交省HPより（http://www.mlit.go.jp/common/001059871.pdf）

「行動計画」参考資料
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15国交省HPより（http://www.mlit.go.jp/common/001059871.pdf）

モニタリング技術の現場実証

16国交省HPより（http://www.mlit.go.jp/common/001059871.pdf）

モニタリング技術の現場実証

ロボット分野の参考事例



SIP

17内閣府HPより （http://www8.cao.go.jp/cstp/gaiyo/sip/）

18内閣府HPより（www8.cao.go.jp/cstp/siryo/haihu114/siryo1‐5.pdf）

SIP



SIP

19内閣府HPより （http://www8.cao.go.jp/cstp/gaiyo/sip/）
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【現状認識】
･インフラストックの老朽化
･厳しい財政制約
･人口減少、少子高齢化、技術者不足 等々

【要求事項】
･国際競争力、所要の港湾機能の確保
（安全性、経済性、効率性、利便性、・・・）

･併せて災害リスクの増大への備え

【維持管理に関してさらに求められる技術的要素】
･スクリーニング技術、意志決定のツール 等々
（多様な組織間の連携、メンテナンス産業の発展へ）

まとめ（私見）


